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第二章 第９期計画における基本目標と重点課題 
 
１ 基本目標と重点課題 

本県では、人口減少下で更なる⾼齢化が進み、独居⾼齢者や⾼齢者夫婦世帯が増加してい
きます。この計画（以下「第９期計画」）では、本県の⾼齢者と⾼齢者介護を巡る状況や県政
参画電子アンケート等による意識調査、介護保険制度改正等の最新情勢を踏まえ、県として取
り組むべき課題について、以下のとおり基本目標を定め、重点課題として６項目の方針を整理
し明らかにするものです。 

 
◎ 基 本 目 標 ◎ 

 

行政・住⺠が一体となって、誰もが自分らしく暮らし続けられる地域をつくる 
⾼齢者が自分らしく、自分の望む居場所で元気に暮らし続けられる地域を目指します。 

 
第９期計画における重点課題 

 
 

１ 介護予防・フレイル対策の強化 
２ 介護人材の確保 
３ 認知症施策のステージアップ 
４ 地域包括ケアシステムの進展 
５ 介護サービスの量と質の確保 
６ 災害対策とＢＣＰの実効性の確保 

 

 
２ 重点課題の概要と施策体系 

基本目標に対し、本章冒頭のとおり６項目の重点課題を設定しました。 
各項目の現状と課題及び第９期計画期間における主な取組の方向性は、次表のとおり整理

しています。 
項目 現状と課題 主な取組の方向性 

１ 介 護 予
防・フレ
イル対策
の強化 

2035 年、団塊世代が 85 歳前後
となり、要介護となっていく。要
介護認定者数は、現在の 35,000
人に対し、2035 年は 37,800 人程
度になる見込み。健康年齢の向上
など、団塊世代、周辺世代が⻑く
健康に生きるための取組が重要。 

フレイル予防に関する学術的知見をもと
に、健康づくりや介護予防の取組を体系的に
整理し、鳥取方式フレイル予防対策を実施す
る。 
 また、フレイル予防対策の一環として、⾼
齢者の栄養改善を行っていく。 

２介護人材
の確保 

要介護⾼齢者が増加するが、人
口減少の中マンパワー確保は限界
点。国は介護現場の効率を上げる
(生産性の向上)という方針を示し
ているものの、具体的にどう取り
組むかが課題。加えて他の業種で
は賃金 UP の動きが見られ、介護
人材確保は困難性を増している。 

介護職の有効求人倍率を他業種並みとなる
よう、イメージ UP に取り組むとともに、⾼
齢者雇用、外国人雇用の展開を図る。 

３認知症施
策のステ
ージアッ
プ 

認知症通所介護やグループホー
ム、認知症カフェなどサービス増
加しているが、対象者も増加中。
今後一層の増加が見込まれる認知
症者への支援、サービスの確保、
予防、認知症者が暮らしやすい社

予防や早期診断、就労・社会参加の確保な
ど、従前からの課題の前進。加えて、認知症
者が暮らしやすい社会に向けた、多職種連携
の強化を進める。 
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会づくりなどがさらに重要とな
る。 

2023 年 6 月 14 日に認知症基本
法が成立、認知症治療新薬の承認
等、認知症を取り巻く環境も大き
く変化している。 

４地域包括
ケアシス
テムの進
展 

第９期期間中に、地域包括ケア
構築の目標年である、2025 年を
迎える。達成状況等の評価・総括
が必要と思われる。また、共働き
や、60 歳を超えても働くことが
一般的となったことで、地域で活
動する人材が不足するとともに、
コロナにより地域の支え合い活動
は停滞傾向。 

人材が払底する中、見守り、インフォーマ
ルサービスなどへの住⺠参画をどのように確
保、促進していくかが重要。コロナ前の状況
を取り戻し、さらに発展させる。 
 

５介護サー
ビスの量
と質の確
保 

入所施設の整備は、いわゆる
「総量規制」により抑制的になっ
ているが、地域密着型の入所施設
は堅調に増えている。一方、令和
4 年度には３つの老健が閉鎖とな
るなど、撤退・縮小の動きもみら
れる。また、在宅を回る訪問介
護、訪問看護など訪問系サービス
の確保が重要。 

今後 10 年でさらに要介護者が 3,000 人程
度増加する見込みであり、特に重度の方のサ
ービス確保が重要。入所系施設の動向を注視
しつつ、総ベッド量に関し少なくとも現状維
持を図る。 
 

６災害対策
とＢＣＰ
の実効性
の確保 

（感染症対策） 
新型コロナウイルスは現在も流

行しており、⾼齢者施設における
クラスターも頻発している。引き
続き感染予防対策を行う必要があ
る。 
（自然等災害対応） 

近年は豪雨や猛暑などの自然災
害が激化しており、災害対策の徹
底が求められる。⾼齢者施設にお
ける BCP についても、第８期中
の策定が義務づけられている。 

（感染症対策） 
継続した感染予防策、クラスター防止の働き
かけを行う。 
 
 
 
（自然等災害対応） 
各施設において、実効性のある避難計画及び
ＢＣＰが策定されるよう、引き続き、状況確
認や情報提供などの働きかけを行う。 
 

 
＜施策体系＞ 

１  自 宅 で
暮 ら し 続
け ら れ る
地 域 社 会
づくり 

地域包括ケアシステムの目標年 2025 年を迎え、団塊の世代が 75 歳以上とな
り、さらには 2040 年には団塊ジュニア世代が 65 歳以上となり、生産年齢人口
の減少が加速していく。医療・介護連携等地域包括ケアシステムのさらなる強
化、重層的支援体制の整備を支援する。 
○適切なサービスが提供できる環境の整備と、サービス提供に必要な人材の確

保とを進める仕組みの構築 
・生活支援コーディネーターの活動を中心としたボランティアの育成や、移

動・買い物支援等の助け合い・支え合いの取組支援 
・各市町村が実施する生活支援体制整備について、県社会福祉協議会に市町村

支援員を配置し、伴走支援、アドバイザー派遣等を実施 
○医療と介護の円滑な連携による在宅療養の推進 

・医療・介護関係のデータ活用、各地区医師会に設置された在宅医療連携拠点
との連携、在宅医療や訪問看護等を担う人材の確保等による医療と介護の連
携推進、市町村による取組の支援 
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２ ⾼ 齢 者 が
元 気 に 活
動 し 続 け
ら れ る づ
くり 

栄養、運動、社会参加の促進など、従前からの課題を前進させるとともに、
内で実践されている健康づくりや介護予防の取組を体系的に整理し、「鳥取方式
フレイル予防対策」をとりまとめ、実施していく。 
○フレイル対策の推進 

・施策のとりまとめ、関係者と連携した取組支援 
○住⺠の社会参加の機会の維持・増加 
 ・ご当地体操交流、シニアバンクの運営、⾼齢者クラブ等、市町村や社会福

祉協議会と連携した取組の支援 
○地域リハビリテーション支援体制を深化・推進 

・市町村や住⺠等が行う介護予防等の地域づくりに対して、リハビリテーショ
ン専門職等が参画できるよう支援 

３ ⾼ 齢 者 の
尊 厳 と 安
全の確保 

⾼齢者虐待防止のため、市町村、地域包括支援センターと早期発見、養護者
等への適切な支援に取り組むとともに、成年後見制度の利用を推進する。ま
た、低所得者対策を行う。 
○相談対応、虐待防止、意思尊重などの充実 

・関係機関・者に対する研修等を通じた相談支援体制の強化 
・権利擁護・成年後見の普及 
・本人の意思を尊重したエンディングノート等の普及啓発 
・関係機関・者に対する研修実施、地域住⺠や関係者に対する虐待防止に向け

⾼齢者虐待防止ネットワークの体制づくりの強化 
・継続した低所得者対策の実施 

○介護サービス情報の公表 
・利用者のサービス選択に資する情報の審査・公表 

○介護に取り組む家族等への支援の充実 
・地域の実情に応じた介護サービス基盤の整備、介護休業を取得しやすい職場

環境づくり 
・孤独・孤立を防ぐ温もりのある支え愛社会づくり推進事業において設置する

相談窓口による支援 
４ 認 知 症 施

策の推進 
容態に応じて適切な医療・介護・生活支援等を受けられるよう、様々な地域

資源が連携したネットワークを構築し、認知症になっても安心して暮らせるま
ちの実現を目指す。 
○認知症本人の意見を施策に反映 

・ 「本人ミーティング」の開催や、自主グループづくりの支援 
○地域での拠点づくり及びユニバーサルデザインのまちづくりの推進 

・啓発、認知症カフェの設置支援 
○地域での支え合いの強化 

・チームオレンジの構築促進 
・市町村の認知症⾼齢者等事前登録制度、認知症行方不明者の捜索模擬訓練

等、地域の見守り体制の強化支援 
○早期発見と切れ目のないサポート 

・とっとり方式認知症予防プログラムの普及 
・認知症ケアパスの普及 

○認知症医療連携体制の強化 
 ・認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員の取組強化 
○認知症介護家族への支援 
 ・コールセンター等相談支援の充実や家族の集い開催、認知症家族サポート

応援隊等の取組を推進 
５ 必 要 な 介

護 サ ー ビ
スの確保 

介護サービスの充実・確保を図るため、保険者と連携しながら、必要な施設
整備を推進するとともに、制度の公平性を担保するため、介護給付の適正化に
も取り組んでいく。 
○介護サービス提供体制の確保 

・重度者の増加が見込まれる保険者においては、地域密着型特別養護老人ホー
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ム・特定施設等を適切に整備しつつ、小規模多機能型居宅介護、訪問看護等
で在宅生活を支援 

・中山間地域の訪問介護事業所を支援 
○効果的・効率的な介護給付の推進 

・ケアマネジャーの資質向上と適正なプランの作成指導及び支援 
・国保連と県の連携により、保険者の実態にあわせた効果的な取組みを支援 

６ 福 祉 人 材
の 確 保 と
働 き や す
い 職 場 づ
くり 

介護人材を確保するため、介護職員の養成、希望者への就職支援を図るとと
もに、職場環境の改善等を通じた人材育成、職場定着支援等に取り組んでい
く。 
○人材の確保（就労者数の増） 

・介護職のイメージアップを図るとともに、新卒者、他業種からの転職、子
育て・シニア層、潜在的有資格者への働きかけ、介護福祉士修学資金等貸
付制度の活用促進等 

・介護専属の就職支援コーディネーターを配置し、介護事業所への就職を支
援 

・介護助手を導入する事業所を支援 
○人材の定着（離職者数の減） 

・認証評価制度の認証取得促進、雇用環境・処遇の改善に向けた事業者への
働きかけ、仲間・ネットワークづくりへの支援等 

○人材の育成、資質の向上 
・介護福祉士の養成とＯＪＴ／ＯＦＦ−ＪＴの充実支援、介護職員を対象と

した既存の研修会の検証・評価による研修事業の効果・質の向上等 
７ 災 害 対 策

とＢＣＰ 
継続した新型コロナ感染症対策の徹底や、自然災害等発生時における安全確

保及び介護サービスの提供体制の維持ため、施設で行われる感染予防対策の支
援、介護サービス継続のための支援等の各種施策を実施していく。 
○⾼齢者等に対する医療の確保と重症化予防 

・福祉・医療感染対策センターによる感染状況の把握 
・陽性者発生施設への感染管理認定看護師の派遣 
・PCR 検査等費用、陽性者発生等に伴うかかり増し経費に対する支援 
・⾼齢者施設への医療確保の依頼 

○自然等災害に強い介護サービス提供体制を確立 
 ・ＢＣＰ計画の 
 ・災害に備えた対策の実施(支え愛マップ、福祉避難所、DCAT 派遣等) 

 

  


